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令和６年度市町村普通会計決算見込額等について 
 
 令和６年度市町村普通会計決算見込額等について取りまとめたので、次のとおり概
要をお知らせします。 
 
１ 歳入の状況 

区  分 令和６年度 令和５年度 対前年度増減 

 歳 入 総 額 1兆1,337億円 1兆1,053億円 284億円(＋2.6%） 
 
うち地 方 税     3,138億円    3,157億円 △19億円(△0.6%） 

うち地方交付税     2,259億円    2,110億円 150億円(＋7.1%） 

うち国庫支出金     1,955億円     2,047億円 △92億円(△4.5%） 

   
２ 歳出の状況 

区  分 令和６年度 令和５年度 対前年度増減 

 歳 出 総 額   1兆854億円   1兆616億円 238億円(＋2.2%） 

 義務的経費    5,460億円   5,265億円 195億円(＋3.7%） 

投資的経費    1,598億円   1,495億円 103億円(＋6.9%） 

そ の 他 3,796億円 3,856億円 △61億円(△1.6%） 

 

３ 収支の状況 

区  分 令和６年度 令和５年度 

実 質 収 支 365億円 342億円 

・実質収支（歳入決算見込額－歳出決算見込額－翌年度繰越財源）は、前年度に引

き続き、全団体で黒字となった。 
 
 

課名 県民生活部市町村課 

担当 近藤、根岸、久井 

内線 2804 

直通 086-226-7274 

お 知 ら せ 



 

４ 地方債の状況 

区  分 令和６年度 令和５年度 対前年度増減 

 地方債現在高          9,692億円   9,632億円 60億円(＋0.6%） 

 うち臨時財政対策債   3,350億円   3,647億円 △297億円(△8.2%） 

 
 
５ 積立金の状況 

区  分 令和６年度 令和５年度 対前年度増減 

 積立金現在高        3,423億円 3,405億円 19億円(＋0.5%） 

 うち財政調整基金 1,303億円 1,286億円 16億円(＋1.3%） 

   
６ 経常収支比率の状況 

区  分 令和６年度 令和５年度 対前年度増減 

経常収支比率        90.4％ 90.6％ △0.2㌽ 

・経常収支比率は、地方交付税の増等により前年度から低下した。 
     

７ 健全化判断比率等（暫定値）の状況 

指 標 令和６年度 令和５年度 早期健全化基準  財政再生基準 

実質赤字比率 － － 
11.25～15.0% 

(標準財政規模に応じ

市町村ごとに異なる) 

 20.0％ 

連結実質赤字比率 － － 
16.25～20.0% 

(標準財政規模に応じ

市町村ごとに異なる) 

 30.0％ 

実質公債費比率 3.2～13.9％ 3.0～13.8％ 25.0％  35.0％ 

将来負担比率 －～78.9％ －～86.3％ 
政令市 400.0%

市町村 350.0% 
  

[公営企業会計] 

資金不足比率 
－ － 

[経営健全化基準] 

 20.0％ 
  

※実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率又は資金不足比率が算定され

ない場合は、「－」と表記している。 

 

 

注）表の数値は、表示単位未満で四捨五入しているため、内訳及び合計や対前年度増

減額及び増減率が一致しない場合がある。 
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１ 歳入の状況

△ 1,934 （ 0.5 ） 27.7（ 28.6 )

214 （ 0.4 ） 0.8（ 0.8 )

14,965 （ 2.4 ） 19.9（ 19.1 )

△ 9,153 （ 0.3 ） 17.2（ 18.5 )

3,170 （ 1.6 ） 5.4（ 5.3 )

4,526 （ 3.8 ） 9.5（ 9.3 )

うち臨時財政対策債 △ 5,893 （ △ 41.9 ） 0.6（ 1.1 )

220 （ 29.0 ） 3.7（ 3.8 )

16,423 （ 2.1 ） 15.7（ 14.6 )

28,432 （ 2.3 ） 100.0（ 100.0 )

２ 歳出の状況
(1)性質別歳出

19,538 （ 3.7 ） 50.3（ 49.6 )

人 件 費 13,788 （ △ 0.6 ） 17.9（ 17.0 )

扶 助 費 10,756 （ 7.2 ） 22.7（ 22.2 )

公 債 費 △ 5,006 （ 4.1 ） 9.7（ 10.4 )

10,303 （ 14.7 ） 14.7（ 14.1 )

普通建設事業費 9,721 （ 15.6 ） 14.5（ 13.9 )

災害復旧事業費 582 （ △ 29.1 ） 0.2（ 0.2 )

　 △ 6,062 （ △ 1.7 ） 35.0（ 36.3 )

物 件 費 10,681 （ △ 7.3 ） 12.1（ 11.4 )

維 持 補 修 費 324 （ 1.1 ） 1.4（ 1.4 )

補 助 費 等 △ 7,828 （ 1.7 ） 10.0（ 11.0 )

そ の 他 △ 9,239 （ 0.4 ） 11.4（ 12.5 )

23,780 （ 3.0 ） 100.0（ 100.0 )

増減額

増減額

131,756 121,074 8.8

15,472 15,149 2.1

204,654 △ 4.5

県 支 出 金 61,759

歳 出 計 1,085,424 1,061,644 2.2

（　）は前年度 （　）は前年度

2,552 1,970 29.6

159,818 149,514 6.9

157,266 147,545 6.6

7.6

区　　分 令和６年度 令和５年度 伸　び　率 構　成　比

義務的経費 546,022 526,484 3.7

194,512 180,723

246,208 235,452 4.6

105,303 110,309 △ 4.5

そ　の　他 379,584 385,646 △ 1.6

投資的経費

108,933 116,761 △ 6.7

123,423 132,662 △ 7.0

58,589

225,930 210,964

歳 入 計 1,133,715 1,105,283 2.6

そ の 他 178,057 161,634 10.2

地 方 債 107,309 102,782 4.4

6,388 12,281 △ 48.0

繰 入 金 41,780 41,560 0.5

（単位：百万円、％）

国 庫 支 出 金 195,501

区　　分 令和６年度 令和５年度

地 方 交 付 税

構　成　比
（　）は前年度 （　）は前年度

地 方 税 313,791 315,724 △ 0.6

地 方 譲 与 税 9,588 9,374

伸　び　率

2.3

5.4

7.1

（単位：百万円、％）
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(2)目的別歳出

125 （ 1.2 ） 0.5（ 0.5 )

18,317 （ △0.0 ） 13.4（ 11.9 )

15,582 （ 4.7 ） 35.5（ 34.9 )

△ 7,961 （ 5.0 ） 9.7（ 10.6 )

31 （ △ 11.9 ） 0.1（ 0.1 )

△ 741 （ 9.2 ） 3.0（ 3.1 )

△ 4,394 （ △ 2.8 ） 1.5（ 1.9 )

△ 5,400 （ 3.9 ） 10.1（ 10.8 )

2,791 （ 2.0 ） 3.2（ 3.0 )

9,871 （ △ 0.8 ） 13.0（ 12.4 )

582 （ △ 29.2 ） 0.2（ 0.2 )

△ 5,022 （ 4.1 ） 9.7（ 10.4 )

0 （ △23.3 ） 0.0（ 0.0 )

23,780 （ 3.0 ） 100.0（ 100.0 )

３ 収支の状況 （単位：百万円）

1,105,283

1,061,644

43,639

9,476

34,162

４ 地方債の状況 （単位：百万円、％）

6,021 ( △ 0.4 )

うち臨時財政対策債 △ 29,728 ( △ 6.8 )

５ 積立金の状況 （単位：百万円、％）

1,865 ( 1.6 )

うち財政調整基金 1,624 ( △ 2.7 )

６ 経常収支比率の状況 （単位：％、㌽）

増　　減

（　）は前年度

△0.2（　1.8）

 

経常収支比率

29.6

公 債 費 105,345 110,368

385,616

令和６年度

1,133,715

1,085,424

48,291

11,837

36,454

Ａ

Ｂ

Ｃ（Ａ－Ｂ）

Ｄ

Ｅ（Ｃ－Ｄ）

区　　分

130,262 128,637 1.3

翌年度繰越財源

令和５年度末残高

伸　び　率

伸　び　率

歳入決算見込額

90.4 90.6

区   分 令和６年度 令和５年度

増減額

増減額

334,950 364,678

実　質　収　支

増減額

令和５年度

△ 8.2

災 害 復 旧 費 2,552 1,970

△ 4.7

35,085 32,295

歳出決算見込額

形　式　収　支

そ の 他 3 3 2.4

歳 出 計 1,085,424 1,061,644 2.2

370,034 4.2

衛 生 費 104,970 112,931 △ 7.0

8.6

教 育 費 141,362 131,491 7.5

消 防 費

（　）は前年度

積立金現在高 342,320 340,454 0.5

区　　分 令和６年度末残高

（　）は前年度

地方債現在高 969,172 963,150 0.6

区　　分 令和６年度末残高 令和５年度末残高

議 会 費 5,607 5,482 2.3

総 務 費 145,113 126,796 14.4

民 生 費

商 工 費 16,277 20,671 △ 21.3

土 木 費 109,493 114,893

労 働 費 1,521 1,489 2.1

農林水産業費 32,480 33,221

（　）は前年度 （　）は前年度

（単位：百万円、％）

区　　分 令和６年度 令和５年度 伸　び　率 構　成　比

△ 2.2

△ 4.6
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７ 市町村別の状況

（単位：百万円、％）

歳　入
総　額

歳　出
総　額

歳入歳出
差　　引

翌年度に
繰り越す
べき財源

実　質
収　支

財政力
指  数

経常収
支比率

実質
公債費
比率

将来
負担
比率

地方債
現在高

積立金
現在高

Ａ Ｂ Ｃ(Ａ－Ｂ) Ｄ Ｅ(Ｃ－Ｄ) R4-R6平均 R4-R6平均

岡 山 市 407,872 389,502 18,371 5,170 13,201 0.74 91.2 5.7 - 338,940 66,428

倉 敷 市 232,438 225,179 7,259 1,440 5,819 0.82 89.1 3.2 0.0 201,662 59,244

津 山 市 53,759 52,743 1,016 69 947 0.52 91.6 12.2 78.9 57,177 6,295

玉 野 市 28,223 27,250 973 31 942 0.51 94.0 4.6 - 17,732 12,115

笠 岡 市 26,763 26,249 513 31 482 0.56 97.2 8.1 57.6 28,777 2,271

井 原 市 23,895 23,396 499 38 461 0.40 88.4 10.3 - 21,965 14,412

総 社 市 36,870 35,519 1,350 439 911 0.56 91.9 5.7 - 32,553 15,792

高 梁 市 30,775 29,681 1,094 156 937 0.30 96.7 11.3 57.9 32,924 6,715

新 見 市 31,007 29,296 1,711 352 1,359 0.26 83.1 7.7 - 28,905 13,921

備 前 市 23,979 21,806 2,173 1,231 942 0.42 89.2 8.6 - 17,565 10,452

瀬 戸 内 市 25,581 24,840 741 117 624 0.54 87.4 8.5 35.8 20,934 10,070

赤 磐 市 23,093 21,548 1,545 261 1,284 0.44 91.3 8.1 - 16,445 10,317

真 庭 市 38,652 36,932 1,720 357 1,363 0.30 94.2 10.8 - 33,046 30,507

美 作 市 26,977 25,179 1,797 299 1,498 0.29 89.4 10.4 - 26,373 18,465

浅 口 市 18,384 17,265 1,119 246 872 0.42 92.1 6.8 - 11,984 10,746

市　計 1,028,267 986,386 41,882 10,238 31,644 0.63 90.8 6.3 - 886,981 287,749

和 気 町 10,371 9,749 622 42 580 0.34 87.0 7.2 13.0 9,958 5,524

早 島 町 7,840 7,645 195 42 153 0.65 90.8 5.1 - 4,469 3,366

里 庄 町 7,181 6,814 367 31 337 0.50 88.1 8.0 - 3,646 2,894

矢 掛 町 11,451 10,871 580 212 368 0.32 87.9 7.8 - 9,161 9,103

新 庄 村 2,352 2,140 212 26 186 0.18 95.0 7.3 - 2,247 1,489

鏡 野 町 15,689 14,738 951 132 819 0.30 88.0 12.5 39.0 10,739 6,961

勝 央 町 7,508 6,896 612 145 467 0.48 81.8 11.8 5.8 5,768 3,650

奈 義 町 6,955 6,309 646 4 642 0.30 86.7 6.8 - 5,537 5,380

西 粟 倉 村 3,993 3,816 177 12 164 0.12 98.4 13.9 0.9 4,286 1,404

久 米 南 町 4,467 4,224 244 9 235 0.22 84.5 10.7 - 3,616 2,756

美 咲 町 15,757 14,560 1,197 737 460 0.27 82.8 9.1 21.8 14,808 7,640

吉 備 中 央 町 11,883 11,278 605 206 399 0.28 86.8 8.8 - 7,956 4,403

町村計 105,447 99,038 6,409 1,599 4,810 0.34 86.9 9.1 - 82,190 54,571

県　計 1,133,715 1,085,424 48,291 11,837 36,454 0.60 90.4 6.5 - 969,172 342,320

区　分
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８ 健全化判断比率等（暫定値）

＜健全化判断比率＞ （単位：％）

実質公債費比率 将来負担比率

全市町村<25.0％>
政令市<400%>
市町村<350%>

岡 山 市 - <11.25%> - <16.25%> 5.7 -
倉 敷 市 - <11.25%> - <16.25%> 3.2 0.0
津 山 市 - <11.86%> - <16.86%> 12.2 78.9
玉 野 市 - <12.73%> - <17.73%> 4.6 -
笠 岡 市 - <12.88%> - <17.88%> 8.1 57.6
井 原 市 - <12.94%> - <17.94%> 10.3 -
総 社 市 - <12.58%> - <17.58%> 5.7 -
高 梁 市 - <12.86%> - <17.86%> 11.3 57.9
新 見 市 - <12.69%> - <17.69%> 7.7 -
備 前 市 - <12.99%> - <17.99%> 8.6 -
瀬 戸 内 市 - <13.07%> - <18.07%> 8.5 35.8
赤 磐 市 - <12.93%> - <17.93%> 8.1 -
真 庭 市 - <12.49%> - <17.49%> 10.8 -
美 作 市 - <12.88%> - <17.88%> 10.4 -
浅 口 市 - <13.34%> - <18.34%> 6.8 -

市　　計 - - 6.3 -
和 気 町 - <14.55%> - <19.55%> 7.2 13.0
早 島 町 - <15.00%> - <20.00%> 5.1 -
里 庄 町 - <15.00%> - <20.00%> 8.0 -
矢 掛 町 - <14.54%> - <19.54%> 7.8 -
新 庄 村 - <15.00%> - <20.00%> 7.3 -
鏡 野 町 - <13.90%> - <18.90%> 12.5 39.0
勝 央 町 - <15.00%> - <20.00%> 11.8 5.8
奈 義 町 - <15.00%> - <20.00%> 6.8 -
西 粟 倉 村 - <15.00%> - <20.00%> 13.9 0.9
久 米 南 町 - <15.00%> - <20.00%> 10.7 -
美 咲 町 - <13.94%> - <18.94%> 9.1 21.8
吉 備 中 央 町 - <14.61%> - <19.61%> 8.8 -

町　村　計 - - 9.1 -
県　　　計 - - 6.5 -

＜資金不足比率＞

　全ての団体における全ての公営企業会計について算定なし
　※　経営健全化基準は、20.0％である。

（注）

２．表の計欄数値は、加重平均である。

　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率又は将来負担比率が算定されない場合は、「－」と
　　　表記している。

　※　<　>は、各団体における早期健全化基準を表す。

１．表の数値は、表示単位未満で四捨五入しているため、内訳及び合計や対前年度増減額
　　及び増減率等が一致しない場合がある。

実質赤字比率

<11.25～15.0％>

連結実質赤字比率

<16.25～20.0％>
区分
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健全化判断比率等の対象について

地
　
　
方
　
　
公
　
　
共
　
　
団
　
　
体

会  計  名  等 健  全  化  判  断  比  率　等

一 般 会 計

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

《参考１》

特別会計

うち公営企業会計

資金

不足

比率

 
実

質

公

債

費

比

率

地方公社・第三セクター等

将

来

負

担

比

率

一部事務組合・広域連合
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《参考２》

健全化判断比率等の概要

・一般会計等の実質赤字額：一般会計等（≒普通会計における会計）の実質赤字の額

・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・連結実質赤字額　（①＋②）－（③＋④）
① 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
② 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
③ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

・準元利償還金
満期一括償還地方債について、償還期間を30年とした場合における１年あたりの元金償還金相当額
公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰出金
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
一時借入金の利子 等

・将来負担額
一般会計等の当該年度の前年度末における地方債残高
債務負担行為に基づく支出予定額
公営企業債の元金償還に係る一般会計等の負担見込額
退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額
設立法人の負債に係る一般会計等の負担見込額 等

・資金不足額

－解消可能資金不足額

・事業の規模

法適用企業…営業収益の額－受託工事収益の額

法非適用企業…営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

・経常経費充当一般財源

人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源の額

・経常一般財源

地方税、普通交付税、地方譲与税など毎年度経常的に収入される一般財源の額

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋

一般会計等の実質赤字額
実質赤字比率 ＝

標準財政規模

連結実質赤字額
連結実質赤字比率 ＝

標準財政規模

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

＝
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

資金の不足額
資金不足比率 ＝

事業の規模

法適用企業…（流動負債＋建設事業等以外に充当した地方債現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

法非適用企業…（繰上充用額等＋支払繰延額＋事業繰越額＋建設事業等以外に充当した地方債現在高）

経常経費充当一般財源
経常収支比率 ＝ × 100

経常一般財源＋減収補填債特例分＋臨時財政対策債

普通会計に生じている赤字の大きさを、

財政規模に対する割合で表したもの

毎年度経常的に収入される一般財源等のうち、人件費等の毎年度経常的に支出される経費に充当

されたものが占める割合で、財政構造の弾力性を表す指標。低いほど財政の弾力性が大きい。

公営企業を含む地方公共団体の全会計に生

じている赤字の大きさを、財政規模に対す

る割合で表したもの

公営企業債の償還金に対する繰出金等を含む実質的な公債費の大きさを、

財政規模に対する割合で表したもの

地方債等の現在抱えている負債の大きさ

を、財政規模に対する割合で表したもの

公営企業の資金不足を、事業規模である料

金収入の規模と比較して指標化し、経営状

態の悪化度を示すもの

6


